
　

労
働
者
が
育
児
・
介
護
と
仕
事
の
両

　

労
働
者
が
育
児
・
介
護
と
仕
事
の
両

立
が
し
や
す
く
な
る
よ
う
、
育
児
休
業
、

立
が
し
や
す
く
な
る
よ
う
、
育
児
休
業
、

介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行

介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行

う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
以

う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
以

下
、「
育
児
・
介
護
休
業
法
」
と
し
ま
す
）

下
、「
育
児
・
介
護
休
業
法
」
と
し
ま
す
）

は
、
改
正
が
繰
り
返
さ
れ
て
い
ま
す
。

は
、
改
正
が
繰
り
返
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

２
０
２
４
年
5
月
に
も
改
正
育
児
・

介
護
休
業
法
が
成
立
し
、
こ
と
し
4
月

1
日
お
よ
び
10
月
1
日
か
ら
段
階
的
に

施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

本
稿
で
は
、
本
改
正
に
よ
り
企
業
が

自
社
の
育
児
・
介
護
休
業
規
程
等
を
ど

う
見
直
し
て
い
く
か
を
メ
イ
ン
に
解
説

し
ま
す
。
紙
幅
の
都
合
で
、「
育
児
休

業
取
得
状
況
の
公
表
義
務
が
３
０
０
人

超
の
企
業
に
拡
大
」
等
、
規
程
等
に
影

響
し
な
い
改
正
は
割
愛
し
ま
す
。

こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
の 

改
正
に
関
す
る
規
程
の
見
直
し

子
の
看
護
休
暇
の
見
直
し

子
の
看
護
休
暇
の
見
直
し

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

改
正
前
も
小
学
校
就
学
前
の
子
を
養

育
す
る
労
働
者
が
申
し
出
た
場
合
、
ケ

ガ
・
病
気
の
子
の
世
話
等
の
た
め
の
看

護
休
暇
制
度
は
あ
り
ま
し
た
。

　

本
改
正
に
よ
っ
て
、
子
の
範
囲
が
小

学
校
３
年
生
修
了
ま
で
拡
大
さ
れ
る
と

と
も
に
、
感
染
症
に
よ
る
学
級
閉
鎖
に

な
っ
た
場
合
の
子
の
世
話
や
入
園
（
入

学
）
式
、
卒
園
式
へ
の
参
加
の
た
め
に

も
取
得
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
労
使
協
定
を
締
結
す
る
こ
と

に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
、

■ �

週
の
所
定
労
働
日
数
が
２
日
以
下

の
労
働
者

■ �

入
社
６
か
月
未
満
の
労
働
者

を
除
外
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、

本
改
正
に
よ
り
労
使
協
定
を
締
結
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
、
入
社
６
か
月
未
満

の
労
働
者
を
除
外
す
る
こ
と
が
で
き
な

く
な
り
ま
し
た
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

本
改
正
は
「
義
務
」
な
の
で
、
対
象

と
な
る
子
の
範
囲
の
拡
大
の
対
応
は
必

須
で
す
。
ま
た
、
取
得
除
外
要
件
に

「
入
社
６
か
月
未
満
の
労
働
者
」
を
定

め
て
い
た
企
業
に
つ
い
て
は
、
当
該
規

定
を
廃
止
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
64

㌻
育
児
・
介
護
休
業
規
程
例
１
条
）。

所
定
外
労
働
の
制
限

所
定
外
労
働
の
制
限  

（
残
業
免
除
）の
対
象
拡
大

（
残
業
免
除
）の
対
象
拡
大

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要  

　

こ
れ
ま
で
も
、
３
歳
未
満
の
子
を
養

育
す
る
労
働
者
が
申
し
出
た
場
合
、
企

業
は
一
定
の
場
合
を
除
き
、
所
定
労
働

時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で

き
な
い
「
残
業
免
除
の
措
置
」
を
と
る

必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

　

本
改
正
に
よ
っ
て
、
対
象
の
範
囲
が

小
学
校
就
学
前
の
子
を
養
育
す
る
労
働

者
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

本
改
正
も
「
義
務
」
な
の
で
、
対
象

と
な
る
子
の
範
囲
を
拡
大
す
る
よ
う
規

程
の
改
正
は
必
須
で
す
（
64
㌻
育
児
・

介
護
休
業
規
程
例
２
条
）。

育
児
短
時
間
勤
務
の

育
児
短
時
間
勤
務
の  

代
替
措
置
に

代
替
措
置
に  

テ
レ
ワ
ー
ク
を
追
加

テ
レ
ワ
ー
ク
を
追
加

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

こ
れ
ま
で
も
、
企
業
に
は
「
育
児
短

時
間
勤
務
制
度
の
導
入
」
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
し
た
。
一
方
で
短
時
間
勤

務
を
講
ず
る
こ
と
が
困
難
と
認
め
ら
れ

る
業
務
の
場
合
、
労
使
協
定
を
締
結
し

た
う
え
で
育
児
短
時
間
勤
務
で
は
な

く
、
代
替
措
置
（
フ
レ
ッ
ク
ス
、
時
差

出
勤
、
保
育
施
設
の
運
営
等
）
を
講
ず

る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

本
改
正
に
よ
り
、
代
替
措
置
の
ひ
と

つ
と
し
て
「
テ
レ
ワ
ー
ク
」
が
追
加
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

〈3〉〈3〉

〈2〉〈2〉

〈1〉〈1〉
杜
若
経
営
法
律
事
務
所

弁
護
士  

友
永 

隆
太

育
児・介
護
休
業
等
に 

関
す
る
規
程
の 

見
直
し
チ
ェ
ッ
ク

2024 年 5月に改正育児・介護
休業法が成立し、ことし4月1日
および10月1日から段階的に施
行されます。本稿では、育児・
介護休業規程の見直しについて
規程例を挙げて解説します。

寺
島 

有
紀

寺
島
戦
略
社
会
保
険
労
務
士
事
務
所 

代
表

社
会
保
険
労
務
士

法改正への対応は万全 !?
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◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

ま
ず
は
、
自
社
が
育
児
短
時
間
勤
務

で
は
な
く
代
替
措
置
を
導
入
し
て
い
る

か
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。
そ
の
う
え

で
、
こ
れ
ま
で
の
代
替
措
置
に
テ
レ
ワ

ー
ク
を
追
加
す
る
か
を
検
討
し
ま
し
ょ

う
（
育
児
・
介
護
休
業
規
程
例
３
条
）。

育
児
・
介
護
の
た
め
の

育
児
・
介
護
の
た
め
の  

テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
　

テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
　

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

本
改
正
に
よ
り
、
３
歳
未
満
の
子
を

養
育
す
る
労
働
者
や
、
要※
１

介
護
状
態
に

あ
る
対
象
家
族
の
介
護
を
行
な
っ
て
い

る
労
働
者
が
テ
レ
ワ
ー
ク
を
選
択
で
き

る
よ
う
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
、
事

業
主
に
努
力
義
務
化
さ
れ
ま
し
た
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

本
改
正
は
あ
く
ま
で
「
努
力
義
務
」

な
の
で
、
必
ず
し
も
制
度
導
入
の
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
今
後
、
採
用
戦
略
等
も
踏
ま

え
、
育
児
・
介
護
の
両
立
施
策
を
積
極

的
に
打
ち
出
し
て
い
き
た
い
と
い
っ
た

企
業
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
機
に
導
入

し
て
も
よ
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

そ
の
場
合
、
育
児
・
介
護
休
業
規
程

に
、
〈3〉
に
挙
げ
た
育
児
・
介
護
休
業
規

程
例
３
条
と
同
様
の
文
言
を
追
加
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

介
護
休
暇
を
取
得
で
き
る
労

介
護
休
暇
を
取
得
で
き
る
労

働
者
の
要
件
緩
和

働
者
の
要
件
緩
和

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

こ
れ
ま
で
も
、
要
介
護
状
態
に
あ
る

対
象
家
族
の
介
護
を
行
な
う
労
働
者
が

取
得
で
き
る
介
護
休
暇
の
制
度
は
あ
り

ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
介
護
休
暇
を
取
得
で
き
る

労
働
者
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
を
締

結
す
る
こ
と
に
よ
り
、

■ �

週
の
所
定
労
働
日
数
が
２
日
以
下

の
労
働
者

■ �

入
社
６
か
月
未
満
の
労
働
者

を
除
外
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

本
改
正
に
よ
り
、
労
使
協
定
を
締
結

し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
入
社
６
か
月

未
満
の
労
働
者
を
除
外
す
る
こ
と
が
で

き
な
く
な
り
ま
し
た
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

本
改
正
は
「
義
務
」
な
の
で
、
取
得

除
外
要
件
に
「
入
社
６
か
月
未
満
の
労

働
者
」
を
労
使
協
定
等
で
定
め
て
い
た

企
業
は
、
当
該
規
定
を
廃
止
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
（
育
児
・
介
護
休
業
規
程

例
５
条
）。

介
護
離
職
防
止
の
た
め
の

介
護
離
職
防
止
の
た
め
の  

雇
用
環
境
整
備

雇
用
環
境
整
備

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

２
０
２
２
年
の
育
児
・
介
護
休
業
法

改
正
（
以
下
、「
２
０
２
２
年
改
正
」

と
し
ま
す
）
に
よ
っ
て
、「
育
児
休

業
・
出
生
時
育
児
休
業
」
に
関
し
て
、

す
で
に
同
様
の
措
置
を
行
な
う
義
務
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

〈6〉〈6〉

〈5〉〈5〉

〈4〉〈4〉※
１　

�

負
傷
、
疾
病
ま
た
は
身
体
上
も
し
く
は
精
神
上
の
障
害
に
よ
り
、２
週
間
以
上
の
期
間
に
わ
た
り
常
時
介
護
を
必
要
と
す
る

状
態
に
あ
る
配
偶
者
・
父
母
・
子
・
配
偶
者
の
父
母
、ま
た
同
居
か
つ
扶
養
し
て
い
る
祖
父
母
・
兄
弟
姉
妹
・
孫
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■ 育児・介護休業規程例 第１条～３条

第１条　子の看護等休暇
　小学校第３学年修了までの子を養育する従業員（日雇従業
員を除く）は、次の各号に定める当該子の世話等のために、
就業規則第◯条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が
1人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間に
つき10日を限度として、次の各号に掲げる子の看護等休暇
を取得することができる（この場合の１年間とは、４月１日から
翌年３月31日までの期間とする）。
　ただし、事業主は労使協定等によって除外された従業員か
らの申出は拒むことができる（以下、本規程において同様）。
　本条においては、事業主は労使協定等によって除外された
１週間の所定労働日数が２日以下の従業員からの申出は拒む
ことができる。

一　負傷し、または疾病にかかった当該子の世話
二　当該子に予防接種や健康診断を受けさせること
三　感染症に伴う学級閉鎖等になった当該子の世話
四　当該子の入園（入学）式、卒園式への参加

第２条　育児・介護のための所定外労働の制限
　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇
従業員を除く）が当該子を養育するため、または要介護状態に
ある家族（負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害に
より、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態
にある配偶者・父母・子・配偶者の父母、また同居かつ扶養
している祖父母・兄弟姉妹・孫をいう。以下同様）を介護する
従業員（日雇従業員を除く）が当該家族を介護するために
請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を
除き、所定労働時間を超えて労働をさせることはない。

第３条　育児・介護のためのテレワーク
　3歳に満たない子を養育する従業員、または要介護状態
の対象家族を介護する従業員については、所定の手続きを
経たうえでテレワークを実施することができる。テレワークの
詳細は別途「テレワーク規程」による。



　

さ
ら
に
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
育
児

休
業
等
に
加
え
、
介
護
休
業
や
介
護
両

立
支
援
制
度
等
に
つ
い
て
も
、
申
出
が

円
滑
に
行
な
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た

め
、
以
下
の
①
か
ら
④
に
挙
げ
る
い
ず

れ
か
の
措
置
を
講
ず
る
義
務
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。

①�

　
介
護
休
業
・
介
護
両
立
支
援
制

度
等
に
関
す
る
研
修
の
実
施

②�

　
介
護
休
業
・
介
護
両
立
支
援
制

度
等
に
関
す
る
相
談
体
制
の
整
備

（
相
談
窓
口
設
置
）

③�

　
自
社
の
労
働
者
の
介
護
休
業
取 

 

得
・
介
護
両
立
支
援
制
度
等
の
利

用
の
事
例
の
収
集
・
提
供

④�

　
自
社
の
労
働
者
へ
介
護
休
業
・

介
護
両
立
支
援
制
度
等
の
利
用
促

進
に
関
す
る
方
針
の
周
知

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

２
０
２
２
年
改
正
で
規
定
さ
れ
た

「
育
児
休
業
を
取
得
し
や
す
い
雇
用
環

境
整
備
措
置
の
導
入
」
に
お
い
て
は
、

比
較
的
取
り
組
み
や
す
い
②
の
「
相
談

窓
口
設
置
」
を
選
択
し
た
企
業
が
多
く

見
受
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

多
く
の
企
業
の
場
合
、
今
回
も
同
じ

く
②
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
、
実
務

上
は
簡
便
な
対
応
と
考
え
ま
す
。

　

ま
ず
は
、
自
社
が
２
０
２
２
年
改
正

時
に
、
育
児
の
雇
用
環
境
整
備
措
置
で

ど
の
措
置
を
講
じ
た
か
を
確
認
し
、
そ

れ
と
同
じ
と
す
る
こ
と
が
運
用
し
や
す

い
と
考
え
ま
す
。

　

と
こ
ろ
で
筆
者
が
日
々
労
務
の
現
場

を
み
る
な
か
で
、
２
０
２
２
年
改
正
の

対
応
が
滞
っ
て
い
る
企
業
も
少
な
く
な

い
印
象
を
受
け
ま
す
。
た
と
え
改
正
対

応
を
講
じ
て
い
て
も
、「
よ
く
わ
か
ら

な
い
ま
ま
研
修
の
実
施
を
導
入
し
た

が
、
実
質
行
な
わ
れ
て
い
な
い
」
と
い

っ
た
声
を
耳
に
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
今
回
の
改
正
を
機
に
２

０
２
２
年
改
正
の
対
応
が
行
な
わ
れ
て

い
る
か
、
そ
れ
が
適
切
に
運
用
で
き
て

い
る
の
か
、
と
い
う
点
も
併
せ
て
チ
ェ

ッ
ク
し
ま
し
ょ
う
。

　

な
お
本
改
正
は
、
厚
生
労
働
省
の
簡

易
版
の
育
児
・
介
護
休
業
規
程
に
は
記

載
が
な
い
（
詳
細
版
規
程
に
は
記
載
あ

り
）
よ
う
に
、
企
業
に
よ
っ
て
は
育

児
・
介
護
休
業
規
程
に
は
記
載
し
て
い

な
い
ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
筆
者
と
し
て
は
、
規
程
に

記
載
が
な
い
場
合
、
対
応
が
漏
れ
る
ケ

ー
ス
が
見
ら
れ
る
た
め
、
規
程
に
入
れ

て
お
く
ほ
う
が
将
来
的
な
労
務
ト
ラ
ブ

ル
は
少
な
い
印
象
を
持
ち
ま
す
（
育

児
・
介
護
休
業
規
程
例
６
条
）。

介
護
離
職
防
止
の
た
め
の

介
護
離
職
防
止
の
た
め
の  

個
別
の
周
知
・
意
向
確
認
等

個
別
の
周
知
・
意
向
確
認
等

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

本
改
正
に
よ
り
、
介
護
に
直
面
し
た

旨
の
申
出
を
し
た
労
働
者
に
対
し
て
、

介
護
休
業
制
度
等
に
関
す
る
制
度
の
内

容
、
申
出
先
お
よ
び
介
護
休
業
給
付
金

に
関
す
る
こ
と
の
周
知
と
、
介
護
休
業

の
取
得
・
介
護
両
立
支
援
制
度
等
の
利

用
の
意
向
の
確
認
を
、
個
別
に
実
施
す

る
義
務
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
前
述
の
周
知
必
須
事
項
と
同

じ
内
容
に
つ
い
て
、

〈7〉〈7〉
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■ 育児・介護休業規程例 第5条、6条

第５条　介護休暇
　要介護状態にある家族の介護その他の世話をする従業員（日雇従業員を除く）は、就業規則
第〇条に規定する年次有給休暇とは別に、当該家族が１人の場合は１年間につき５日、２人以上
の場合は１年間につき10日を限度として、介護休暇を取得することができる。この場合の１年間
とは、4月１日から翌年３月31日までの期間とする。
　ただし、本条においては労使協定によって除外された１週間の所定労働日数が２日以下の従業
員からの介護休暇の申出は拒むことができる。

第６条　円滑な取得および職場復帰支援
　会社は、従業員から本人または配偶者が妊娠・出産等したこと、または従業員本人が要介護
状態にある家族の介護をしていることの申出があった場合は、当該従業員に対して、円滑な休業
取得および職場復帰を支援するために、本項一号の措置を実施する。また、育児休業および出生
時育児休業、介護休業等の申出が円滑に行なわれるようにするため、本項二号の措置を実施する。

一　当該従業員に個別に育児・介護休業等に関する制度等の内容および申出先等の周知、ならび
に個別に制度利用の意向確認を実施する。なお意向確認は、以下のいずれかの方法によるもの
とする。
　①　面談（オンライン面談も可） 　③　ＦＡＸ（従業員が希望した場合のみ可）
　②　書面交付 　④　電子メール等（従業員が希望した場合のみ可）

二　育児休業・介護休業等に関する相談体制の整備のため相談窓口を管理担当部署に設置
するか、以下のいずれかの措置を講じる。

　①　従業員に対して育児休業・介護休業等に係る研修を実施する
　②　自社の育児休業・介護休業等取得事例の収集・提供を行なう
　③　自社の従業員へ育児休業・介護休業等の取得促進に関する方針の周知を行なう

２　前項に加え、従業員が介護に直面する前の早い段階で、介護休業等の理解と関心を深める
ため、事業主は介護休業等に関して従業員が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度また
は従業員が40歳に達する日の翌日（誕生日）から１年間のいずれかのタイミングで情報提供
を行なう。

第１条　子の看護等休暇
　小学校第３学年修了までの子を養育する従業員（日雇従業員を除く）は、次の
各号に定める当該子の世話等のために、就業規則第◯条に規定する年次有給
休暇とは別に、当該子が1人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は
10日を限度として、次の各号に掲げる子の看護等休暇を取得することがで
きる（この場合の１年間とは、４月１日から翌年３月31日までの期間とする）。
　ただし、事業主は労使協定等によって除外された従業員からの申出は拒む
ことができる（以下、本規程において同様）。
　本条においては、事業主は労使協定等によって除外された１週間の所定
労働日数が２日以下の従業員からの申出は拒むことができる。

一　負傷し、または疾病にかかった当該子の世話
二　当該子に予防接種や健康診断を受けさせること
三　感染症に伴う学級閉鎖等になった当該子の世話
四　当該子の入園（入学）式、卒園式への参加

第２条　育児・介護のための所定外労働の制限
　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇従業員を除く）
が当該子を養育するため、または要介護状態にある家族（負傷、疾病または身体
上もしくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態に
ある配偶者・父母・子・配偶者の父母、また同居かつ扶養している祖父母・兄弟姉妹・
孫をいう。以下同様）を介護する従業員（日雇従業員を除く）が当該家族を介護す
るために請求した場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所
定労働時間を超えて労働をさせることはない。

第３条　育児・介護のためのテレワーク
　3歳に満たない子を養育する従業員、または要介護状態の対象家族を
介護する従業員については、所定の手続きを経たうえでテレワークを実施
することができる。テレワークの詳細は別途「テレワーク規程」による。



■ �

労
働
者
が
40
歳
に
達
す
る
日（
誕
生

日
前
日
）の
属
す
る
年
度（
１
年
間
）

■ �

労
働
者
が
40
歳
に
達
す
る
日
の
翌

日（
誕
生
日
）か
ら
１
年
間

の
い
ず
れ
か
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
の
情
報

提
供
が
、
義
務
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

ま
ず
は
、
自
社
で
面
談
・
書
面
交
付

な
ど
、
ど
の
よ
う
な
方
法
で
個
別
周
知

や
意
向
確
認
、
情
報
提
供
を
行
な
っ
て

い
く
の
か
を
検
討
し
ま
す
。

　

実
務
対
応
と
し
て
は
、
ま
ず
２
０
２

２
年
改
正
に
お
け
る
「
育
児
休
業
の
意

向
確
認
措
置
」
を
ど
の
よ
う
に
実
施
し

て
い
る
か
を
確
認
す
る
こ
と
か
ら
始
め

ま
す
。

　

筆
者
が
み
た
な
か
で
は
、
育
児
休
業

の
意
向
確
認
措
置
が
義
務
化
さ
れ
た
と

き
は
「
企
業
の
制
度
を
ま
と
め
た
資
料

等
を
労
働
者
に
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で
展

開
し
つ
つ
、
育
児
休
業
の
意
向
確
認
に

つ
い
て
人
事
部
に
書
面
を
提
出
し
て
も

ら
う
」
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る
書
面
交
付

で
の
措
置
が
多
く
行
な
わ
れ
た
と
思
わ

れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
本
改
正
の
対
応
も
、
２
０

２
２
年
改
正
対
応
と
同
様
に
書
面
交
付

で
行
な
う
の
が
、
運
用
が
統
一
さ
れ
て

実
施
し
や
す
い
で
し
ょ
う
。

　

し
た
が
っ
て
〈6〉
と
同
様
、
既
存
の
育

児
休
業
の
意
向
確
認
措
置
を
ど
の
よ
う

に
実
施
し
て
い
る
か
を
確
認
し
、
同
様

の
方
法
を
準
用
す
る
こ
と
が
実
務
上
は

簡
便
で
す
。

　

な
お
、
こ
れ
も
〈6〉
と
同
様
で
す
が
、

本
内
容
は
厚
生
労
働
省
の
簡
易
版
の
育

児
・
介
護
休
業
規
程
に
記
載
が
な
く
、

企
業
に
よ
っ
て
は
育
児
・
介
護
休
業
規

程
に
は
記
載
し
て
い
な
い
ケ
ー
ス
も
あ

り
ま
す
。

　

規
程
に
入
れ
る
か
否
か
は
、
企
業
ご

と
に
決
め
ら
れ
ま
す
が
、
前
述
の
と
お

り
筆
者
と
し
て
は
、
対
応
が
漏
れ
る
可

能
性
も
あ
る
の
で
、
〈6〉
に
挙
げ
た
育

児
・
介
護
休
業
規
程
例
６
条
と
同
様
の

文
言
を
追
加
す
る
べ
き
と
考
え
ま
す
。

　
こ
と
し
10
月
１
日
か
ら
の 

改
正
に
関
す
る
規
程
の
見
直
し

柔
軟
な
働
き
方
を

柔
軟
な
働
き
方
を  

実
現
す
る
た
め
の
措
置
等

実
現
す
る
た
め
の
措
置
等

◉
改
正
の
概
要
⑴

◉
改
正
の
概
要
⑴  

育
児
期
の
柔
軟
な
働
き
方
を	

実
現
す
る
た
め
の
措
置

　

本
改
正
に
よ
り
、
事
業
主
は
３
歳
以

上
、
小
学
校
就
学
前
の
子
を
養
育
す
る

労
働
者
に
対
し
、
以
下
の
柔
軟
な
働
き

方
の
な
か
か
ら
２※
２

つ
以
上
の
制
度
を
選

択
し
て
講
ず
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ

ま
す
。
労
働
者
は
事
業
主
が
講
ず
る
２

つ
以
上
の
措
置
か
ら
、
１
つ
を
選
択
し

て
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

 

選
択
し
て
講
ず
べ
き
措
置

①�

　
始
業
時
刻
等
の
変
更	

	

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
ま
た
は
時

差
出
勤
制
度 

②�

　
テ
レ
ワ
ー
ク
等（
10
日
以
上
／

月
）	

 

原
則
時
間
単
位
で
取
得
可
能
と
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い

③�

　
保
育
施
設
の
設
置
運
営
等	

保
育
施
設
の
設
置
運
営
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
便
宜
の
供
与
を
す
る

も
の（
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
の
手
配
お

よ
び
費
用
負
担
な
ど
）

④�

　
養
育
両
立
支
援
休
暇
の
付
与（
10

日
以
上
／
年
）	

 
原
則
時
間
単
位
で
取
得
可
能
と
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
本
休

暇
は
無
給
で
も
問
題
な
い 

⑤�

　
短
時
間
勤
務
制
度	

	

１
日
の
所
定
労
働
時
間
を
原
則
６

時
間
と
す
る
措
置
を
含
む
も
の
と

す
る

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

ま
ず
は
自
社
で
ど
の
措
置
を
選
択
・

導
入
す
る
か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

す
で
に
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
を

導
入
し
て
い
た
り
テ
レ
ワ
ー
ク
が
で
き

る
環
境
で
あ
る
と
い
っ
た
場
合
に
は
、

①
と
②
の
組
合
せ
が
ス
ム
ー
ズ
に
導
入

で
き
ま
す
。

　

と
は
い
え
、
サ
ー
ビ
ス
業
等
、
業
種

に
よ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
措
置
を
導
入

す
る
の
は
難
し
い
こ
と
も
あ
り
、
ど
の

措
置
を
導
入
す
る
か
に
は
、
各
企
業
ご

と
に
慎
重
な
検
討
が
必
要
で
す
。

　

な
お
こ
の
措
置
は
、
労
使
協
定
を
締

結
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

■ �

入
社
１
年
未
満
の
労
働
者

■ �

１
週
間
の
所
定
労
働
日
数
が
２
日

以
下
の
労
働
者

は
除
外
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま

す
。
除
外
を
考
え
る
企
業
は
、
労
使
協

定
や
育
児
・
介
護
休
業
規
程
に
こ
れ
ら

を
明
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に

留
意
が
必
要
で
す
。

　

さ
ら
に
実
務
上
の
留
意
点
と
し
て
、

労
使
協
定
を
結
ん
で
い
て
も
、
こ
の
労

使
協
定
要
件
を
満
た
さ
な
い
パ
ー
ト
労

働
者
等
（
た
と
え
ば
1
年
以
上
雇
用
が

継
続
し
て
い
る
週
3
日
所
定
労
働
日
数

〈8〉〈8〉

※
２　
事
業
主
が
講
ず
る
措
置
を
選
択
す
る
際
、過
半
数
組
合
等
か
ら
の
意
見
聴
取
の
機
会
を
設
け
る
必
要
が
あ
る
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の
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
）
か
ら
請
求
が
あ

れ
ば
、
認
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

自
社
の
正
社
員
だ
け
を
念
頭
に
「
フ

レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
を
導
入
し
て
い
る

か
ら
」
と
い
っ
た
よ
う
に
考
え
が
ち
な

の
で
す
が
、
も
し
パ
ー
ト
労
働
者
等
に

は
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
は
適
さ
な
い

し
、
認
め
に
く
い
と
い
う
場
合
に
は
、

規
程
に
そ
の
旨
を
明
記
し
、
代
替
措
置

等
に
つ
い
て
も
書
き
分
け
る
必
要
が
あ

る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
す
。

◉
改
正
の
概
要
⑵

◉
改
正
の
概
要
⑵    

柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
の

措
置
の
個
別
の
周
知
・
意
向
確
認

　

本
改
正
に
よ
り
３
歳
に
満
た
な
い
子

を
養
育
す
る
労
働
者
に
対
し
て
、
子
が

３
歳
に
な
る
ま
で
の
適
切
な
時
期
（
１

歳
11
か
月
に
達
す
る
日
の
翌
々
日
～
２

歳
11
か
月
に
達
す
る
日
の
翌
日
ま
で
）

に
、
⑴
で
選
択
し
た
制
度
に
関
し
て
、
対

象
措
置
の
内
容
、
申
出
先
等
の
周
知
と

制
度
利
用
の
意
向
の
確
認
を
、
個
別
に

行
な
う
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

 

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

前
述
の
と
お
り
、
２
０
２
２
年
改
正

で
「
育
児
休
業
・
出
生
時
育
児
休
業
」

に
関
す
る
制
度
の
個
別
周
知
・
意
向
確

認
措
置
が
義
務
付
け
ら
れ
、
す
で
に
運

用
し
て
い
る
企
業
も
多
い
で
し
ょ
う
。

　

本
改
正
に
つ
い
て
も
、
２
０
２
２
年

改
正
で
導
入
し
て
い
た
育
児
休
業
の
意

向
確
認
措
置
と
同
様
の
方
法
と
す
る
と
、

運
用
が
煩
雑
に
な
ら
な
い
で
し
ょ
う
。

　

な
お
本
内
容
も
、
規
程
に
記
載
す
る

か
否
か
は
企
業
で
決
め
ら
れ
る
も
の
で

す
。
運
用
が
で
き
て
い
れ
ば
、
必
ず
し

も
規
程
に
入
れ
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

（
育
児
・
介
護
休
業
規
程
例
８
条
）。

仕
事
と
育
児
の
両
立
に
関
す
る

仕
事
と
育
児
の
両
立
に
関
す
る  

個
別
の
意
向
聴
取
・
配
慮

個
別
の
意
向
聴
取
・
配
慮

◉
改
正
の
概
要

◉
改
正
の
概
要

　

本
改
正
に
よ
り
、
事
業
主
は
、
労
働

者
が
本
人
ま
た
は
配
偶
者
の
妊
娠
・
出

産
等
を
申
し
出
た
と
き
、
お
よ
び
労
働

者
の
子
が
３
歳
に
な
る
ま
で
の
適
切
な

時
期
（
１
歳
11
か
月
に
達
す
る
日
の

翌
々
日
～
２
歳
11
か
月
に
達
す
る
日
の

翌
日
ま
で
）
に
、
子
や
各
家
庭
の
事
情

に
応
じ
た
仕
事
と
育
児
の
両
立
に
関
す

る
以
下
の
事
項
に
つ
い
て
、
労
働
者
の

意
向
を
個
別
に
聴
取
し
当
該
意
向
に
つ

い
て
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

■ �

勤
務
時
間
帯（
始
業
お
よ
び
終
業
の

時
刻
）

■ �

勤
務
地（
就
業
の
場
所
）

■ �

両
立
支
援
制
度
等
の
利
用
期
間

■ �

仕
事
と
育
児
の
両
立
に
資
す
る
就

業
の
条
件（
業
務
量
、
労
働
条
件
の

見
直
し
等
） 

　

意
向
聴
取
は
、

▼ �

面
談（
オ
ン
ラ
イ
ン
面
談
も
可
）

▼ �

書
面
交
付

▼ �

Ｆ
Ａ
Ｘ（
労
働
者
が
希
望
し
た
場

合
の
み
可
）

▼ �

電
子
メ
ー
ル
等（
労
働
者
が
希
望

し
た
場
合
の
み
可
）

で
行
な
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

◉
対
応
が
必
要
な
事
項
と
留
意
点

　

本
改
正
の
対
応
に
つ
い
て
も
、
前
述

の
よ
う
に
、
２
０
２
２
年
改
正
と
同
様

の
方
法
と
す
る
と
、
運
用
が
煩
雑
に
な

ら
な
い
で
し
ょ
う
。

　

労
働
者
の
意
向
に
つ
い
て
は
、
自
社

の
状
況
に
応
じ
て
配
慮
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
（
育
児
・
介
護
休
業
規
程
例

９
条
）。

て
ら
し
ま
　
ゆ
き

て
ら
し
ま
　
ゆ
き  

●●  

一
橋
大
学
卒
業
。
新
卒
で
楽
天
株
式
会
社
に
入
社
後
、
在
職
中
に
社
会
保
険
労
務
士

一
橋
大
学
卒
業
。
新
卒
で
楽
天
株
式
会
社
に
入
社
後
、
在
職
中
に
社
会
保
険
労
務
士

国
家
試
験
に
合
格
。
社
労
士
事
務
所
に
勤
務
し
た
後
に
独
立
。
国
内
・
海
外
企
業
の
人
事
労
務
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

国
家
試
験
に
合
格
。
社
労
士
事
務
所
に
勤
務
し
た
後
に
独
立
。
国
内
・
海
外
企
業
の
人
事
労
務
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
を
幅
広
く
行
な
っ
て
い
る
。

ン
グ
を
幅
広
く
行
な
っ
て
い
る
。
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■ 育児・介護休業規程例 第８条、９条

第８条　育児のための柔軟な働き方を実現するための措置等
　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇従業員を
除く）は、柔軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの
措置を選択して受けることができる。
　①　始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（時差出勤制度）
　②　フレックスタイム制の適用 
　　（時給制のパートタイマーおよびアルバイト等にあっては、時差出勤制度）
　③　リモートワーク
　④　企業内保育施設の利用（ベビーシッターの手配・費用補助）
　⑤　養育両立支援休暇の付与
　⑥　短時間勤務制度 

２　本条１項にかかわらず、労使協定によって除外された次の従業員からの申出
は拒むことができる。
　①　入社１年未満の従業員
　②　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員

【中略】

８　本条に定める措置について、子が３歳になるまでの適切な時期（１歳11か月
に達する日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）に、個別に制度等
の周知および制度利用の意向確認を実施する。

第９条　仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮
　会社は、従業員から本人または配偶者が妊娠・出産等したことの申出があった
場合および子が３歳になるまでの適切な時期（１歳11か月に達する日の翌々日から
２歳11か月に達する日の翌日まで）に、子や各家庭の事情に応じた仕事と育児の
両立に関する事項等（勤務時間帯、勤務地等）について個別に従業員の意向を確認
し（確認方法は当規程６条１項一号と同様）、当該意向に応じた配慮を行なう。


